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1. 平成26年2月期の連結業績（平成25年3月1日～平成26年2月28日） 

（注）１．平成26年2月期より連結財務諸表を作成しているため、前期の数値及びこれに係る対前期増減率については記載しておりません。 
２．１株当たり当期純利益の算出にあたり、期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理
サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式（200,000株）が含まれております。 
３．平成26年2月期より連結財務諸表を作成しているため、自己資本当期純利益率及び総資産経常利益率の算出にあたり、期首自己資本及び期首総資産の数
値は個別ベースの数値を利用しております。 

(2) 連結財政状態 

（注）１．平成26年2月期より連結財務諸表を作成しているため、前期の数値については記載しておりません。 
２．１株当たり純資産の算出にあたり、期末自己株式数の算定上控除する自己株式数には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理サー
ビス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式（200,000株）が含まれております。 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

（注）平成26年2月期より連結財務諸表を作成しているため、前期の数値については記載しておりません。  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年2月期 27,135 ― 470 ― 379 ― 159 ―
25年2月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

（注）包括利益 26年2月期 161百万円 （―％） 25年2月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年2月期 33.68 33.15 7.7 2.7 1.7
25年2月期 ― ― ― ― ―

（参考） 持分法投資損益 26年2月期 10百万円 25年2月期 ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年2月期 14,249 2,070 14.5 448.07
25年2月期 ― ― ― ―

（参考） 自己資本 26年2月期 2,070百万円 25年2月期 ―百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

26年2月期 739 △128 △475 686
25年2月期 ― ― ― ―

2. 配当の状況 

（注）１．平成25年2月期の1株当たり配当金については、連結財務諸表を作成しておりませんので、「配当性向（連結）」及び「純資産配当率（連結）」は記載 して 
おりません。なお、平成25年2月期の個別ベースでの配当性向は52.7％、純資産配当率は1.2％であります。 
２．平成26年2月期の配当金総額には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当
社株式（200,000株）に対する配当金１百万円が含まれております。 
３．平成26年2月期の純資産配当率（連結）の算出にあたり、期首1株当たり当期純利益の数値は個別ベースの数値を利用しております。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年2月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 24 ― ―
26年2月期 ― 0.00 ― 7.00 7.00 33 20.8 1.6
27年2月期(予想) ― 0.00 ― 7.00 7.00 20.6

3. 平成27年 2月期の連結業績予想（平成26年 3月 1日～平成27年 2月28日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）１．１株当たり当期純利益の算出にあたり、期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資
産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式（200,000株）が含まれております。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 14,533 ― 376 ― 300 ― 198 ― 42.93
通期 28,888 6.5 522 11.0 367 △3.1 157 △1.1 34.03



※ 注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 有 

（注）当社は、平成26年2月14日付で有限会社アグリ元気岡山の全株式を取得し、連結子会社としております。連結対象株式のみなし取得日を、当連結会
計年度末とし、平成26年2月期より連結決算による開示に変更しております。 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理サービス
信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式（200,000株）が含まれております。 

新規 1社 （社名） 有限会社アグリ元気岡山 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年2月期 5,000,000 株 25年2月期 5,000,000 株
② 期末自己株式数 26年2月期 378,648 株 25年2月期 198,076 株
③ 期中平均株式数 26年2月期 4,723,178 株 25年2月期 4,737,825 株

（参考）個別業績の概要 

1. 平成26年2月期の個別業績（平成25年3月1日～平成26年2月28日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年2月期 27,135 0.1 470 17.3 368 29.8 148 230.2
25年2月期 27,108 △1.1 400 △43.6 284 △53.0 44 △76.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

26年2月期 31.42 30.92
25年2月期 9.49 9.37

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

26年2月期 14,047 2,067 14.7 447.28
25年2月期 13,808 2,036 14.7 424.15

（参考） 自己資本 26年2月期 2,067百万円 25年2月期 2,036百万円

2. 平成27年 2月期の個別業績予想（平成26年 3月 1日～平成27年 2月28日） 
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表に対する監
査手続は終了しておりません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、その達
成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び
業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、決算短信【添付資料】P.2「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧く
ださい。 

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 14,034 2.3 266 △9.8 163 △0.9 35.41
通期 27,961 3.0 356 △3.3 147 △0.9 31.83
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１．経営成績・財政状態に関する分析

(1）経営成績に関する分析

 当連結会計年度（平成25年３月１日～平成26年２月28日）における我が国経済は、政府の緊急経済対策による公共

投資の増加や消費税率引き上げを控えた駆け込み需要等のプラス効果があり、企業の設備投資も緩やかな増加傾向と

なっていること等から、景気は緩やかな回復傾向となっております。一方で、実質ベースでの個人消費の勢いは鈍化

してきていると想定され、消費税率引き上げ前の駆け込み需要が一時的に見込まれるものの、その後の反動減は不可

避であり、本格的な景気回復には相応の時間を要するものと推測されます。 

 当小売業界におきましても、同業との競合に加えて業界の垣根を越えた異業種との競合も激化しており、円安や原

材料高騰に伴う仕入原価上昇に対し、未だ販売価格への転嫁が十分にできておらず、利益率の改善は足踏み状態が続

いております。また、消費税率引き上げ後の価格転嫁が困難な商品もあり、今後の利益率改善のマイナス要因となる

可能性を有しております。 

 このような状況の下、当社では地域のお客様に感動を与える店舗を実現することがお客様から支持される原点であ

ると考えており、販売価格だけではなく、新たなサービスの導入や新商品の情報提供、各種イベントの積極的な開催

等によりサービスレベル向上に注力しております。また、従業員の接客レベル向上や専門知識の習得に対する教育を

強化し、商品の使用方法や機能・特性を紹介できる商品陳列やディスプレーを増やす等、お客様に買い物を楽しんで

頂くと共に豊かな生活スタイルを提案できる店舗づくりに努めております。 

 新規事業所の開設と致しましては、ペット事業において平成25年３月に鳳事業所（堺市西区）の開設を行い、既存

出店エリアにおけるドミナント化を着実に進めております。また、既存店舗の収益力の維持・強化を図るために、定

期的に店舗設備や売場の改修を実施しております。なお、当社のブランド力の向上及び新たな価値の創出等の相乗効

果を狙いとして、平成26年２月14日付で有限会社アグリ元気岡山（農産物の生産・直売、観光農園事業等）の全株式

を取得し、子会社化しております。 

 これらの結果、当連結会計年度の業績は、売上高は27,135百万円となり、営業利益は470百万円、経常利益は379百

万円となり、不採算店舗の減損損失等による特別損失を計上した結果、当期純利益は159百万円となりました。 

 なお、当連結会計年度は連結計算書類作成初年度であるため、前期との比較は行っておりません。また、連結対象

株式のみなし取得日を当連結会計年度末としているため、損益に与える影響は軽微であります。 

 

 セグメント別の業績は以下のとおりであります。

① ホームセンター事業 

 ホームセンター事業におきましては、各事業所の店頭を利用した朝市や生花オークション等の集客イベントの

開催やお買上金額に応じた抽選キャンペーンや期間限定の割引クーポンの配付等を積極的に実施することで店舗

への来店動機を高めているほか、モバイルアプリによる新たな販売促進媒体の強化を進めており、集客力の向上

を図っております。また、顧客満足度向上のため、従来の無料配達や買い替え商品の引取りサービス等の実施に

加え、新たに開店時刻を早める（一部店舗除く）等、お客様の利便性を高めることで売上高の改善に努めて参り

ました。 

 販売費及び一般管理費につきましては、作業量に応じた適正な人員配置や作業計画の見直しを行う等の人件費

の削減を進めるとともに、効果の高い販売促進手段への絞り込みによる販売促進費等の節減を継続しておりま

す。 

 これらの結果、当連結会計年度のセグメント売上高は17,423百万円となり、セグメント利益は610百万円となり

ました。 

② ペット事業 

 ペット事業におきましては、お買上金額に応じたポイント３倍セール等の告知やお買い得商品の案内を掲載し

た新聞折込チラシの発行回数を増加させ、お客様の来店動機を高めるとともに、「わんわんフェスティバル（犬

の運動会）」の開催や「子供お仕事体験」の実施等、ペットと一緒に体験することのできるイベントに積極的に

取組むことで店舗価値及びリピート率の向上を図っているほか、ブランドイメージの向上と認知度のアップを目

的に関西地区を中心としたテレビＣＭの放映や自社ホームページの店舗別ブログ等を利用した新規顧客の開拓を

進めております。 

 また、売上高の底上げを図るために、商品特性や機能をアピールする重点販売商品を定め、お客様に商品の良

さを理解して頂くことに努めて参りました。サービス部門強化への取組みとして、トリミング部門において炭酸

泉スパメニューの新規導入や社内トリミングコンテストの開催による従業員の技術力向上に取り組んでいるほ

か、有料のペット写真撮影会の開催やドッグトレーニングスクールを常設した店舗の拡大を進めております。 

 販売費及び一般管理費につきましては、従業員それぞれの守備範囲を広げることで、作業効率の向上や作業量

に応じたより綿密な作業計画の作成が可能となり、サービスレベルを維持した状態での経費削減を進めておりま

す。 

 これらの結果、当連結会計年度のセグメント売上高は9,712百万円となり、セグメント利益は507百万円となり

ました。 
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（今後の見通し） 

今後の見通しと致しましては、消費税率引き上げ後の駆け込み需要の反動が懸念されるものの、大手企業を中心とし

た給与のベースアップや一時金の支給金額増額が見込まれることもあり、その影響は一時的なものであると予測されま

す。

しかしながら、低価格競争が激化している小売業界におきましては、円安や生産国の賃金上昇による仕入原価の高騰

に加え、消費税率引き上げに対する商品への価格転嫁が不十分となる可能性を有しており、今後も厳しい状況が続くも

のと予想されます。

ホームセンター業界では市場の縮小や異業種からの新規参入、商品別の販売チャネルの増加等の影響から既存店舗の

売上高は下降傾向にあり、今後も販売シェアの奪い合いは激化するものと想定しております。ペット業界におきまして

も、市場の拡大は足踏み状態となっており、既存店舗の売上高は停滞傾向にあります。このような状況に対して、当社

では、安易な低価格競争に参入するのではなく、小売業の基本を大切にしたサービス向上への取組みを強化し、他社と

の差別化を図って参ります。

なお、次期の業績につきましては、子会社化した事業の年度売上高及び新規出店による増収を計画しております。損

益につきましては、新規出店による出店経費の増加等を踏まえ、減益となる見通しとしております。

 以上のこと等から、次期の見通しと致しましては、次のとおり見込んでおります。

売上高    28,888百万円（前期比   6.5％増）

営業利益      522百万円（前期比  11.0％増）

経常利益      367百万円（前期比   3.1％減）

当期純利益     157百万円（前期比    1.1％減）

 

なお、本業績は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今

後の様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。

 

 

(2）財政状態に関する分析

 ① 資産、負債及び純資産の状況 

（流動資産） 

当連結会計年度末における流動資産は4,793百万円となり、主な内訳は、現金及び預金686百万円、商品3,173百

万円であります。

（固定資産）

当連結会計年度末における固定資産は9,456百万円となり、主な内訳は、建物および構築物2,762百万円、土地

2,459百万円、リース資産379百万円であります。

（流動負債）

当連結会計年度末における流動負債は5,757百万円となり、主な内訳は、買掛金1,322百万円、１年内返済予定

の長期借入金2,574百万円であります。

（固定負債）

当連結会計年度末における固定負債は6,421百万円となり、主な内訳は、長期借入金4,966百万円、資産除去債

務424百万円であります。

（純資産）

当連結会計年度末における純資産は2,070百万円となり、主な内訳は、資本金326百万円、資本剰余金440百万

円、利益剰余金1,467百万円であります。

 

② キャッシュ・フローの状況

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、686百万円となりました。

 また、当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果得られた資金は739百万円となりました。この主な内訳は、税金等調整前当期純利益289百万

円、減価償却費441百万円、仕入債務の増額148百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果使用した資金は128百万円となりました。この主な内訳は、有形固定資産の取得による支出61

百万円、投資有価証券の取得による支出20百万円、連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による支出90百万

円であります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果使用した資金は475百万円となりました。この主な内訳は、長期借入れによる収入2,700百万円

に対し、長期借入金の返済による支出3,057百万円、自己株式の取得による支出113百万円であります。

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移
 

  平成24年２月期 平成25年２月期 平成26年２月期

自己資本比率（％） 14.7 14.7 14.5

時価ベースの自己資本比率（％） 8.9 14.8 17.2

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 19.3 42.0 12.4

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 2.9 1.6 5.9

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）平成24年２月期及び平成25年２月期の数値は個別ベースの財務数値、平成26年２月期の数値は連結ベースの

財務数値により計算しております。

（注２）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。（平成26年２月期の自己株式に

は、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ

口）が所有している当社株式（200,000株）が含まれております。）

（注３）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注４）有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としてお

ります。

 

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、長期的且つ安定的な事業基盤の強化のために必要な内部留保の充実に努めるとともに、株主の皆様への

利益還元を狙いとして、継続的且つ安定的な配当を行うことを基本方針としております。 

当社は、期末配当による年１回の剰余金の配当を行うことを基本方針としておりますが、会社法第454条第５項に

基づき、中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。各連結会計年度の業績の状況を勘案し、中間配

当を実施することにより、年２回の剰余金の配当を行う場合もあります。 

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。 

 

このような利益配分の考え方に基づき、当連結会計年度の利益配当金につきましては、１株当たり７円の普通配

当を予定しております。

次期の期末配当につきましては、現在の経済環境において収益が当連結会計年度と同水準で推移すると見込んで

いることから、１株当たり７円とすることを予定しておりますが、今後の経営環境、次期業績の進捗度合いや設備

投資計画等を総合的に勘案しながら決定したいと考えております。
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(4）事業等のリスク

当社グループの事業の状況、経理の状況に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があ

る事項には、以下のようなものがあります。当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発

生の回避及び発生した場合の対応に努める所存であります。 

なお、文中において将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現在において当社

が判断したものであり、以下の記載については、当社グループの被る可能性のあるリスクを全て網羅したもので

はありません。 

 

１．店舗展開について 

 当社はホームセンター事業及びペット事業を行っており、当連結会計年度末現在、ホームセンター事業において

は、中国地区（岡山県、広島県）、四国地区（愛媛県、香川県）の4県、ペット事業においては中国地区（岡山

県、広島県、山口県）、四国地区（愛媛県、香川県、高知県、徳島県）、近畿地区（兵庫県、大阪府）、中部地区

（愛知県）、関東地区（神奈川県）の１府10県に事業を展開しております。 

 また、当社子会社は、岡山県内において農産物の生産直売・観光農園事業等を行っております。 

 

① 新規出店に関するリスク

 当社の出店戦略は、ホームセンター事業及びペット事業において、岡山県を中心としたドミナントを形成しな

がら近隣他県への進出を行い、市場シェアの拡大及び地域に根ざした店舗運営を目指しております。

 しかし、今後の出店に際し、当社が十分な収益を確保できるだけの新規出店に適した土地・建物の確保が計画

どおりに進まない場合には、出店計画が変更になる可能性があり、当社グループの業績等に影響を与える可能性

があります。

② 差入保証金・敷金及び建設協力金（貸付金計上）に伴うリスク

 当社グループでは、賃貸借による出店を基本としております。このため、賃貸借契約締結に際し、賃貸人に対

して差入保証金・敷金等を差入れるケースが殆どであります。当連結会計年度末における差入保証金・敷金の残

高は1,642百万円であり、総資産の11.5％を占めております。

 当社グループでは、賃貸人の信用調査を実施することにより差入保証金・敷金等の保全を確保するとともに、

貸倒実績を考慮し、適切に貸倒引当金を計上しておりますが、賃貸人の経営破綻等によって貸倒損失が発生した

場合、事業活動及び将来の成長が阻害される可能性を有しております。

 また、新たに建物を建設する場合、賃貸人に対して建設協力金を拠出する場合があります。建設協力金は、賃

借料と相殺して返済を受けるものでありますが、何らかの事情により建設協力金の返済が受けられない事態が発

生した場合、当社グループの業績等に影響を与える可能性があります。

③ 店舗閉鎖に伴うリスク

 当社グループは、既存店舗活性化を図るため定期的にリニューアル等を行っておりますが、収益改善の見通し

のたたない店舗については閉鎖を実施していく予定であります。不採算店舗の閉鎖に伴い、賃貸借契約を中途解

約した場合、差入保証金・敷金及び建設協力金の全部もしくは一部が返還されない可能性があり、当社グループ

の業績等に影響を与える可能性があります。

④ 固定資産の減損損失のリスク

 当社グループは、当連結会計年度において、85百万円の固定資産の減損損失を計上しております。今後も減損

の兆候が認められ、減損損失の認識をすべきであると判定された固定資産については、帳簿価額を回収可能価額

まで減損し、当該減少額を減損損失として計上することになり、当社グループの業績等に影響を与える可能性が

あります。

 なお、固定資産の減損会計の適用状況及び会計基準についての変更はありません。

 

２．市場競合状況について

 当社グループの属する小売業界は、長引く個人消費の低迷や異業種との価格競争等により、厳しい競合状態が続

いております。当社グループが事業を展開する地域における競合他社の動向や新規参入業者等の状況によっては、

価格競争が当社の予想を超えて販売価格の下落を招く可能性もあり、ホームセンター事業を主として、当社グルー

プの業績等に影響を与える可能性があります。
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３．有利子負債について 

 当社グループは、店舗の出店及び改装に伴う設備資金を主に金融機関からの借入により調達しております。この

ため当社グループの直近３期間の総資産に占める有利子負債への依存度等は下表のとおり高い水準で推移しており

ます。

 金融機関に対する支払利息はわずかながら減少傾向にありますが、今後、借入金利が上昇に転じた場合には、当

社グループの業績等に影響を与える可能性があります。

 
前々事業年度

（平成24年２月29日）
前事業年度

（平成25年２月28日）
当連結会計年度

（平成26年２月28日）

有利子負債残高（百万円）（注） 8,791 9,034 9,152

  有利子負債依存度（％） 63.4 65.4 64.2

純資産額（百万円） 2,032 2,036 2,070

  自己資本比率（％） 14.7 14.7 14.5

総資産額（百万円） 13,858 13,808 14,249

支払利息（百万円） 155 138 122

（注）１．当連結会計年度末の有利子負債残高のうち金融機関からの借入金は8,523百万円（社債を含む）であり、そ

の他はリース債務及び賃貸先からの受入建設協力金となっております。

２．前々事業年度及び前事業年度の数値は、個別ベースの財務数値を記載しております。

 

４．仕入価格の変動について

 当社グループは、メーカー・ベンダー及び生産者等からの仕入を基本としているため、原材料の高騰による商品

仕入単価のアップ、不安定供給による商品切れ、天災等による生産不良等が発生した場合には、収益並びに利益率

が悪化する可能性があります。

 また、メーカー・ベンダーの輸入商品に依存している割合が高い場合、為替の変動による商品仕入単価のアッ

プ、不安定供給による商品切れが発生する可能性があり、当社グループの業績等に影響を与える可能性がありま

す。

 

５．生体販売について

 当社ペット事業を主とした犬猫生体の販売は、犬猫生体が特異な商品であることから２店舗を除き、自社での取

扱いは行っておらず、販売業務委託業者による販売を行っております。

 このため当社での在庫リスクはないものの、販売業務委託業者の経営状況による売価政策、サービスレベルのバ

ラつき等により、店舗販売力及び長期的な顧客確保に影響を及ぼしており、安定的なサービス体制が構築されるま

での間、販売業務委託業者の販売力の不均衡により当社グループの業績が左右される可能性があります。

 

６．気象条件等について

 当社ホームセンター事業の取扱商品の中には、季節性の強い商品も含まれており、冷夏や暖冬及び長雨等天候不

順によって、来店客数や季節商品の需要動向が著しく変動した場合には、売上高の減少や在庫が余剰となる可能性

があります。また、地震等の天災の影響により、販売力が大幅に低下し、当社グループの業績等に影響を与える可

能性があります。

 当社子会社の農産物の生産・直売及び観光農園事業等の取扱商品は、農産物を主とした生ものであることから、

冷夏や暖冬及び長雨等天候不順等の要因により生産量及び販売価格が大きく変動し、商品の安定供給や売上高の減

少を招き、当社グループの業績等に影響を与える可能性があります。
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７．業績の季節変動について 

 当社グループの業績はホームセンター事業を主として、上半期（３月～８月）に偏重する傾向があります。 

 これは、３月から４月にかけて就職・進学や転勤等の新生活準備等に伴い家庭用品等の需要が高まること、また

３月から６月にかけて花・園芸用品の需要期であることが大きな要因となっております。

 前事業年度及び当連結会計年度の上半期及び下半期の業績は以下のとおりであります。

 

前事業年度
（平成25年２月期）

当連結会計年度
（平成26年２月期）

上半期 下半期 通期 上半期 下半期 通期

売上高（百万円） 13,882 13,225 27,108 13,713 13,421 27,135

  構成比（％） 51.2 48.8 100.0 50.5 49.5 100.0

営業利益（百万円） 311 89 400 348 122 470

  構成比（％） 77.6 22.4 100.0 74.1 25.9 100.0

経常利益（百万円） 257 27 284 294 84 379

  構成比（％） 90.5 9.5 100.0 77.7 22.3 100.0

（注）1．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

   2．当連結会計年度は連結計算書類作成初年度であるため、前事業年度（個別ベース）との比較となって

おります。

 

８．「大規模小売店舗立地法」等の規制について

 売場面積1,000㎡を超える店舗の出店につきましては、大規模小売店舗立地法等の定めにより環境対策等の規制

が行われており、規制をクリアできなければ出店することができないこととなっております。 

 現在当社のホームセンター事業において、約3,300㎡の売場面積を有した店舗の出店を行っておりますが、売場

面積が1,000㎡を超える場合には、大規模小売店舗立地法等の規制の対象となるため、出店にあたり、スケジュー

ルの難航やコスト負担の増加等の影響を受ける可能性があります。

 

９．人材確保について

 当社グループでは、更なる成長を行うために、優秀な人材を確保し育成していくことは重要課題であると認識し

ております。有効求人倍率の減少による退職率の低下等に伴い、現在の人材確保は安定しておりますが、今後の経

済環境の変化から当社で確保できる優秀な人材が減少する可能性があり、十分な知識技能を有している従業員の不

足により業績の悪化を招く恐れがあります。

 

10．資本等施策について

 当社の取締役、監査役及び従業員の業績向上への意欲と士気（インセンティブ）を高めることを目的として、旧

商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づき、平成16年５月25日及び平成17年５月25日開催の定時株主総会において

承認を受け、当社取締役、監査役及び従業員に対して新株予約権（ストックオプション）を発行しております。

 これらの新株予約権は平成26年２月28日現在、株式数に換算すると合計で244,500株となり、発行済株式総数

（5,000,000株）及び新株予約権等（244,500株）の潜在株式の合計の4.7％に相当しております。これらの新株予

約権の行使が行われた場合には、当社の１株当たりの株式価値は希薄化し、株式の需給バランスの変動が発生し、

株価の一時的な変動・下落の要因となる可能性があります。

 

11．個人情報管理について

 当社グループでは、販売促進を目的としたポイントカード制度を採用しており、多数の個人情報を扱っておりま

す。取得した個人情報の取扱いについては細心の注意を払い、社内規程の整備を行う等の厳正な管理に努めており

ますが、システムの瑕疵等の不測の事態により、個人情報の外部流出等が発生した場合には、損害賠償請求や当社

グループの信用低下等により、当社グループの業績等に影響を与える可能性があります。
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２．企業集団の状況

 当社グループは、当社（株式会社リックコーポレーション）及び子会社１社（有限会社アグリ元気岡山）、関連会社

１社（株式会社アレンザ・ジャパン）により構成されており、ホームセンター事業及びペット事業を主たる業務として

おります。

(1）ホームセンター事業

 ホームセンター事業は、ＤＩＹ用品、園芸用品・農業資材、家具・インテリア用品、家庭用品、日用消耗品、ペッ

ト用品、自転車、酒・食品等を取扱っており、中国・四国地方を中心とした地域密着型の店舗展開を行っておりま

す。事業形態はホームセンターを核として、家具販売及び農業用品の販売、酒類販売等の専門店をその地域の需要に

適応した組合せで出店しており、一般消費者のニーズに合わせた店舗形態をとっております。当連結会計年度末現在

におきましては、岡山県11店舗（うち小型専門店２店舗）、広島県３店舗、香川県１店舗、愛媛県２店舗の合計17店

舗（うち小型専門店２店舗）を展開しております。

(2）ペット事業

 ホームセンターのペット部門を専門店として独立させたペット事業の事業形態は、犬・猫・小動物・魚等の生体販

売及びそれらのペットフード・用品の販売、またトリミング、ペットホテル等のサービス事業を取り込んだ新しい形

の総合的なペットの専門店を展開しております。当連結会計年度末現在におきましては、岡山県７店舗、広島県６店

舗、山口県１店舗、香川県２店舗、愛媛県３店舗、高知県１店舗、徳島県２店舗、兵庫県９店舗、大阪府５店舗、愛

知県２店舗、神奈川県１店舗の合計39店舗を展開しており、ペットフード・用品の販売についてはインターネットを

利用した通信販売も行っております。

(3）その他事業

 子会社において、農産物の生産・直売、観光農園事業等の施設を岡山県内に３店舗出店しております。また、当社

の関連会社として、株式会社ダイユーエイトとの合弁会社を設立し、輸入商品を中心とした商品開発及び商品調達業

務を行っております。

 

［事業系統図］

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

 

   ※株式会社アレンザ・ジャパンは、当社の関連会社です。
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３．経営方針

(1）会社の経営の基本方針

Life=生活、Innovation=革新・改革、Communicator=提案者・伝達者の頭文字をとった社名は、その名のとお

り、「より豊かな生活スタイルを追求し、お客様に提案する」という考えを経営の基本においております。

小売業が成長するためには、より多くの消費者からの支持が必要不可欠であります。「地域の生活に密着した品

揃え・価格」はもちろんのこと、「生活を向上させることのできる新しい商品の提案」を常に行い、商品を選ぶ楽

しさを提供し、「気持ちの良い接客サービスを心がける」ことでより多くのお客様からの支持を得ることができる

と考えております。

この当社グループの根本的精神をグループ内の全従業員に浸透させた運営を実現することが、株主の皆様、従

業員の幸せに直結していると考え、会社の経営の基本方針として定めております。

 

また、当社グループの経営の基本的な考え方は、「会社の大きな目標に対し、従業員それぞれが自分に対する

目標を考え、それを達成するためのプロセスこそが、『大きな目標を達成する』という最終的な結果につなが

る」と信じています。そのため、取締役会より従業員全員に対し、事業年度ごとに経営方針を打ち出しておりま

す。

小売業を営む当社にとって、買い物を通じてお客様に楽しさと満足感を得ていただくことは、次回の来店動機や

友人知人への大きな宣伝効果につながります。平成27年度2月期は、お客様とのコミュニケーションを活性化する

ことで顧客満足度を向上させ、将来の業績向上につなげるために、『ほほえみあふれるお店に』を経営方針として

決定しております。

 

(2）目標とする経営指標

当社グループは、企業価値の拡大を図っていくための重要な経営指標として、総資本経常利益率（ＲＯＡ）を経

営指標としており、中期的に10％を確保することを目標としております。また、安定した財務体質を維持するため

にキャッシュ・フロー内での投資を原則としており、資本の生産性を高めるべく自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）

の向上に努めて参ります。 

 

(3）中長期的な会社の経営戦略

当社の中長期的な会社の経営戦略として、当社の強みを活かし、企業価値の向上を推し進めることを目的とした

『中期経営計画』を策定し、長引く消費低迷の時代に対応するための長期的な視点に立った計画としております。

具体的には、投資回収能力の高いペット事業に経営資源を集中させ、当社の成長と収益力の向上をより確実なも

のとします。ペット事業の関東・中部地区への出店速度を速め、※業務支援先企業との連携を図りながら出店エリ

アの拡大を進めることで、早期に全国展開を実現させることとしております。また、物流システムのアウトソーシ

ング化の実現により、配送コスト低減と出店エリアの拡大に対応できる物流基盤を軌道に乗せるとともに、作業効

率の向上及び省エネシステムの導入による販売管理費の見直し等を推し進めることで、既存店舗の収益力の維持確

保を実現し、長期的な経営環境の悪化に耐えうる経営体質への改革を目指して参ります。

ホームセンター事業につきましては、当社の関連会社である仕入会社（株式会社アレンザ・ジャパン）を最大限

に活用し、輸入商品を主とした仕入原価の引き下げを実現するとともに、国内共同仕入による仕入規模の拡大（マ

スメリットの享受）、並びに販売管理費の削減ノウハウ等の共有による収益力の強化を図って参ります。

また、ペット事業につきましては、自社新規出店を加速するとともに業務支援先企業の出店を確実に進めること

で、全国的な知名度を有した『アミーゴ』ブランドを早急に確立させ、ペット市場における業界のリーディングカ

ンパニーに成長させることを目標としております。

※業務支援先企業・・・ 資本・業務提携先である株式会社ダイユーエイト（本社：福島県福島市）と当社との間で、ペット事業に関す

る業務支援契約を締結しており、同社が東北地方を中心とした店舗展開を進めている 

なお、当社の中長期的な会社の経営戦略に関する方向性に変更はありませんが、前事業年度の業績低迷に伴い、

現在推し進めている上記計画を一定の期間先送りすることとし、既存店舗の成長戦略に注力するための短期的な改

善計画を策定しております。また、今後の子会社との資源の相互活用や長期的な具体的経営計画については、現在

策定中となっております。
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 (4）会社の対処すべき課題 

当社は、『企業価値の最大化』をキーワードとし、永続的に安定した成長を実現しながら、時代の変化に柔軟に

対応できる企業へ変革することを目標としております。従来の延長線上にある発想や施策のみにより企業の変革を

推進することは困難であり、過去の成功体験や固定観念にとらわれず、自らが「変革する」という強い意志と柔軟

な発想を持って取組んでいく必要性があります。

そのため、当社では、今後の同業他社との同質競争から抜け出し、当社独自の優位性を確立するための差別化を

図り、企業の収益力を高めることが急務であると考えております。今般、長引く消費低迷の時代に対応するために

『修正計画2013』を策定し、既存店舗の成長戦略に注力することに主眼を置いた短期的な会社の経営戦略として本

計画の実現を目指しております。

なお、上記記載の修正計画は、更なる成長戦略を実現するために策定した計画であり、以下の対処すべき課題を

まとめたものであります。

① 販売管理費の削減による適正な経費率への改善

 将来に対する不安から消費者の買い控え傾向はますます顕著になっており、購入意欲の回復が見られない状況

が続いていることから、既存店舗の収益力の拡大は非常に厳しい状況にあると認識しております。その状況下に

あって既存店舗の収益力を維持するためには、労働分配率の改善と人時生産性の向上による人件費の削減、販売

促進費の効果的な使用や外部委託業者利用による業務の効率化、その他必要経費の見直しを行うこと等により、

サービスレベルを維持向上させながら販売管理費の削減を進め、損益分岐点を引き下げることが必要不可欠であ

ります。

② 売上高の確保と利益率の改善

 衰退期に突入していると言われる既存のホームセンター市場の中で、安易な同質競合に参入するのではなく、

当社独特のホームセンター業態を模索し、大手資本の企業とは異なった価値曲線を描ける新しい店舗競争力を確

立させることが必要であると考えております。

 そのためには、消費者の潜在ニーズに合致した値頃感のある優良商品（品質の低い低価格商品ではなく、品質

の良いお値打ち商品）の販売を強化するとともに、画一的な売場展開ではなく店舗立地や地域性に合わせた商品

群の強化や専門店レベルの品揃えを有する売場を構築する必要があります。

 また、当社の関連会社である仕入会社を最大限に活用することで輸入比率を拡大するとともに、他企業との国

内商品の共同仕入によるマスメリットを積極的に利用することで利益率の向上を図って参ります。

③ 成長戦略策定のための既存店舗の見直しと新規出店の準備

 時代の変化に対応できず、将来の黒字化が見込まれない赤字店舗の早期閉鎖を決断するとともに、既存店舗へ

の重点的な投資を実施することで既存店舗の収益力向上を進める必要があります。

 また、Ｍ＆Ａによる小規模な専門業態の取込みを実現することで、よりスピーディーに専門店レベルのノウハ

ウや品揃えが可能になると考えており、積極的に検討を進めていく予定であります。

 新規出店の準備と致しましては、低投資で出店できる店舗形態や投資回収能力の高い新店プロトタイプの研究

を進め、できるだけ早い段階で出店スピードの加速を実現したいと考えております。
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４．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

  （単位：千円） 

 
当連結会計年度 

(平成26年２月28日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 686,940 

売掛金 163,139 

商品 3,173,469 

原材料及び貯蔵品 18,966 

繰延税金資産 122,969 

その他 628,565 

貸倒引当金 △768 

流動資産合計 4,793,282 

固定資産  

有形固定資産  

建物及び構築物 6,517,402 

減価償却累計額 △3,754,674 

建物及び構築物（純額） 2,762,727 

機械装置及び運搬具 31,625 

減価償却累計額 △29,792 

機械装置及び運搬具（純額） 1,833 

工具、器具及び備品 982,215 

減価償却累計額 △701,029 

工具、器具及び備品（純額） 281,186 

土地 2,459,310 

リース資産 484,143 

減価償却累計額 △104,197 

リース資産（純額） 379,946 

有形固定資産合計 5,885,004 

無形固定資産  

のれん 108,810 

その他 67,488 

無形固定資産合計 176,298 

投資その他の資産  

投資有価証券 175,772 

長期貸付金 884,833 

繰延税金資産 438,533 

敷金及び保証金 1,642,277 

その他 306,452 

貸倒引当金 △53,133 

投資その他の資産合計 3,394,737 

固定資産合計 9,456,040 

資産合計 14,249,323 

 

- 11 -

㈱リックコーポレーション（3147）平成26年2月期　決算短信〔日本基準〕（連結）



 

  （単位：千円） 

 
当連結会計年度 

(平成26年２月28日) 

負債の部  

流動負債  

買掛金 1,322,705 

1年内償還予定の社債 71,600 

短期借入金 678,000 

1年内返済予定の長期借入金 2,574,355 

リース債務 96,444 

未払法人税等 123,622 

ポイント引当金 259,759 

その他 630,877 

流動負債合計 5,757,363 

固定負債  

社債 356,800 

長期借入金 4,966,140 

リース債務 408,818 

退職給付引当金 22,327 

資産除去債務 424,833 

その他 242,336 

固定負債合計 6,421,256 

負債合計 12,178,619 

純資産の部  

株主資本  

資本金 326,900 

資本剰余金 440,536 

利益剰余金 1,467,903 

自己株式 △171,290 

株主資本合計 2,064,048 

その他の包括利益累計額  

その他有価証券評価差額金 6,654 

その他の包括利益累計額合計 6,654 

純資産合計 2,070,703 

負債純資産合計 14,249,323 

 

- 12 -

㈱リックコーポレーション（3147）平成26年2月期　決算短信〔日本基準〕（連結）



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

  （単位：千円） 

 
当連結会計年度 

(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

売上高 27,135,526 

売上原価 18,568,908 

売上総利益 8,566,617 

その他営業収入  

賃貸収入 383,868 

その他 432,417 

その他営業収入合計 816,286 

営業総利益 9,382,904 

販売費及び一般管理費  

給料 2,773,216 

退職給付費用 37,367 

ポイント引当金繰入額 △70,696 

賃借料 1,988,912 

減価償却費 441,979 

貸倒引当金繰入額 6,680 

その他 3,734,986 

販売費及び一般管理費合計 8,912,447 

営業利益 470,456 

営業外収益  

受取利息 16,087 

受取配当金 4,074 

持分法による投資利益 10,669 

受取手数料 10,039 

その他 13,675 

営業外収益合計 54,545 

営業外費用  

支払利息 125,332 

支払手数料 16,180 

その他 3,915 

営業外費用合計 145,428 

経常利益 379,574 
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  （単位：千円） 

 
当連結会計年度 

(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

特別利益  

投資有価証券売却益 646 

特別利益合計 646 

特別損失  

減損損失 85,556 

投資有価証券評価損 4,705 

特別損失合計 90,261 

税金等調整前当期純利益 289,959 

法人税、住民税及び事業税 127,083 

法人税等調整額 3,811 

法人税等合計 130,894 

少数株主損益調整前当期純利益 159,064 

当期純利益 159,064 
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（連結包括利益計算書）

  （単位：千円） 

 
当連結会計年度 

(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

少数株主損益調整前当期純利益 159,064 

その他の包括利益  

その他有価証券評価差額金 2,849 

その他の包括利益合計 2,849 

包括利益 161,913 

（内訳）  

親会社株主に係る包括利益 161,913 

少数株主に係る包括利益 - 
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（３）連結株主資本等変動計算書

当連結会計年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

        （単位：千円） 

  株主資本 

  資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 326,900 400,028 1,332,848 △33,870 2,025,905 

当期変動額           

剰余金の配当     △24,009   △24,009 

当期純利益     159,064   159,064 

自己株式の取得       △224,511 △224,511 

自己株式の処分   40,508   87,091 127,600 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）           

当期変動額合計   40,508 135,054 △137,419 38,143 

当期末残高 326,900 440,536 1,467,903 △171,290 2,064,048 

 

       

  その他の包括利益累計額 

純資産合計 
  

その他有価
証券評価差
額金 

その他の包
括利益累計
額合計 

当期首残高 3,805 3,805 2,029,711 

当期変動額       

剰余金の配当     △24,009 

当期純利益     159,064 

自己株式の取得     △224,511 

自己株式の処分     127,600 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

2,849 2,849 2,849 

当期変動額合計 2,849 2,849 40,992 

当期末残高 6,654 6,654 2,070,703 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

  （単位：千円） 

 
当連結会計年度 

(自 平成25年３月１日 
 至 平成26年２月28日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税金等調整前当期純利益 289,959 

減価償却費 441,979 

減損損失 85,556 

ポイント引当金の増減額（△は減少） △70,696 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,456 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 6,537 

受取利息及び受取配当金 △20,161 

受取保険金 △3,895 

支払利息 125,332 

持分法による投資損益（△は益） △10,669 

長期貸付金の家賃相殺額 102,756 

投資有価証券売却損益（△は益） △646 

投資有価証券評価損益（△は益） 4,705 

売上債権の増減額（△は増加） △24,319 

たな卸資産の増減額（△は増加） △309,370 

仕入債務の増減額（△は減少） 148,039 

未払金の増減額（△は減少） 11,281 

その他 27,065 

小計 809,911 

利息及び配当金の受取額 4,086 

利息の支払額 △122,894 

保険金の受取額 3,895 

法人税等の支払額 △23,741 

法人税等の還付額 68,454 

営業活動によるキャッシュ・フロー 739,712 

投資活動によるキャッシュ・フロー  

有形固定資産の取得による支出 △61,102 

無形固定資産の取得による支出 △740 

長期貸付けによる支出 △1,044 

長期貸付金の回収による収入 44,503 

敷金及び保証金の差入による支出 △1,710 

敷金及び保証金の回収による収入 300 

投資有価証券の取得による支出 △20,068 

投資有価証券の売却による収入 2,060 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
△90,673 

投資活動によるキャッシュ・フロー △128,475 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） 162,000 

長期借入れによる収入 2,700,000 

長期借入金の返済による支出 △3,057,952 

社債の償還による支出 △71,600 

配当金の支払額 △24,034 

リース債務の返済による支出 △86,851 

ストックオプションの行使による収入 16,600 

自己株式の取得による支出 △113,511 

財務活動によるキャッシュ・フロー △475,350 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 135,886 

現金及び現金同等物の期首残高 551,053 

現金及び現金同等物の期末残高 686,940 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

 該当事項はありません。

 

 

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項

(1)連結子会社の数   1社

連結子会社の名称

 有限会社アグリ元気岡山

 

２．持分法の適用に関する事項

(1)持分法適用関連会社の数   1社

関連会社の名称

 株式会社アレンザ・ジャパン

 

３．連結の範囲の変更に関する事項

当連結会計年度から新たに株式を取得したことにより、有限会社アグリ元気岡山を連結の範囲に含めてお

ります。

 

４．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の事業年度の末日は連結会計年度と一致しております。

 

５．会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

移動平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産

イ．商品

主として売価還元法による低価法を採用しております。なお、物流センターにおいては先入先出法

による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用してお

ります。

ロ．原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用して

おります。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

主として定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

  建物及び構築物     10～34年

  工具、器具及び備品   ３～８年
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② 無形固定資産（リース資産を除く）

イ．自社利用のソフトウエア

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

ロ．その他の無形固定資産

定額法によっております。

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が平成21年２月28日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② ポイント引当金

販売促進を目的とするポイントカード制度に基づき、顧客に付与したポイントの使用に備えるため、

当連結会計年度末において将来使用されると見込まれる額を計上しております。

③ 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。

なお、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理するこ

ととしております。

(4）のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、７年間で均等償却いたします。

(5）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、且つ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない取得日から３ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会等が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。

当社グループは、店舗を中心とした商品の陳列販売及びサービス等を行うための異なる業態を有してお

り、それぞれに事業本部を設置し、取り扱う商品・サービスについて包括的な戦略を立案し事業活動を展

開しております。当社グループでは、「ホームセンター事業」及び「ペット事業」の２つの事業を中心と

し、それ以外の事業を「その他」とし、事業体別セグメントにより構成されている３つの報告セグメント

としております。

「ホームセンター事業」は、ホームセンターに類する商品の販売を行っており、「ペット事業」は、ペ

ット(生体）及びペットに関する商品並びにサービスの提供を行っております。「その他」は、農産物の

生産・直売、観光農園事業等を含んでおります。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

当連結会計年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

連結財務諸表
計上額 
（注）２  

ホームセンター

事業 
ペット事業 その他 計 

売上高            

外部顧客への売上高 17,423,394 9,712,132 - 27,135,526 - 27,135,526 

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
- - - - - - 

計 17,423,394 9,712,132 - 27,135,526 - 27,135,526 

セグメント利益 610,371 507,216 - 1,117,587 △647,130 470,456 

セグメント資産（注）３ 7,983,730 3,316,968 305,857 11,606,556 2,642,766 14,249,323 

その他の項目            

減価償却費 207,864 208,671 - 416,536 25,443 441,979 

持分法適用会社への投資額 - - - - 23,664 23,664 

有形固定資産及び無形固定資

産の増加額 
61,043 140,525 132,198 333,768 240,438 574,206 

（注）１．セグメント利益の調整額△647,130千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主に報告

セグメントに帰属しない本社事務管理部門の一般管理費であります。減価償却費の調整額25,443千円は、主に

報告セグメントに配分していない管理部門の建物等の減価償却費であります。

   ２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。

   ３．セグメント資産のうち、調整額に含めた報告セグメントに配分していない全社資産の金額は2,642,766千円

であり、その主なものは、現金及び預金、投資有価証券、管理部門及び物流センターに係る資産等でありま

す。
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【関連情報】 

当連結会計年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

１．製品及びサービスごとの情報

  セグメント情報において、同様の情報を開示しているため、記載は省略しております。

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

  本邦の外部顧客への売上高に区分した金額が90％を超えるため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

  本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

 

３．主要な顧客ごとの情報

  損益計算書の売上高の10％以上を占める主要な顧客は存在しておりません。

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

          （単位：千円） 

  ホームセンター事業 ペット事業 その他 全社（共通） 
連結財務諸表計
上額 

減損損失 28,160 57,395 － － 85,556 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

          （単位：千円） 

  ホームセンター事業 ペット事業 その他 全社（共通） 
連結財務諸表計
上額 

当期償却額 － － － － － 

当期末残高 － － 108,810 － 108,810 

（注）「その他」の金額は、農産物の生産・販売、観光農園事業等に係る金額であります。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自 平成25年３月１日 至 平成26年２月28日）

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 
当連結会計年度

（自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日）

１株当たり純資産額 448円07銭

１株当たり当期純利益金額 33円68銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 33円15銭

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当連結会計年度

（平成26年２月28日）

純資産の部の合計額（千円） 2,070,703

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（千株）
4,621

２．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
当連結会計年度

（自 平成25年３月１日
至 平成26年２月28日）

１株当たり当期純利益金額  

当期純利益金額（千円） 159,064

普通株主に帰属しない金額（千円） －

普通株式に係る当期純利益金額（千円） 159,064

期中平均株式数（千株） 4,723

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  

当期純利益調整額（千円） －

普通株式増加数（千株） 75

（うち新株予約権（千株）） （75）

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要

－

３．１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、「株式給付信託

（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有してい

る当社株式を控除対象の自己株式に含めて算出しております。

 

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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５．その他

(1）役員の異動

① 代表取締役の異動

    該当事項はありません。

 

② その他の役員の異動

 ・新任取締役候補

    取締役 安黒 嘉宣（あぐろ よしのぶ）

（注）安黒 嘉宣は、社外取締役の候補者であります。

 ・退任予定取締役

    取締役会長 清原 利之

 

③ 就任予定日

   平成26年５月28日

 

 

(2）その他

  該当事項はありません。
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